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第 1 章 利益相反について 
 




授協会の協議会（The Council of the American Association of University Professors; 
AAUP）と米国教育協議会（The American Council on Education; ACE）が共同で、「大学
における政府後援の研究の利益相反防止について（”ON PREVENTING CONFLICT OF 





その後、1990 年には、米医科大学協会（Association of American Medical Colleges; 
AAMC）が、「研究における責務相反と利益相反の取り扱いのためのガイドライン
（”Guidelines for Dealing with Faculty Conflicts of Commitment and Conflicts of 















以後も、1993 年に米国大学協会（Association of American Universities; AAU）が「金
                                                  
1 Association of American Universities(AAU) , Framework Document on Managing 
Financial Conflicts of Interest（1993.5）（http://www.aau.edu/reports/FrwkCOI.html） 
2 http://www.aamc.org/research/dbr/coi.htm 
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銭的利益相反のマネジメントのための枠組み文書（” Framework Document on Managing 
Financial Conflicts of Interest”）」1を発表し、表題が示すように、特に金銭的な利益相反
の事例、審査方法などを列記した。 
さらに、1995 年には、公衆衛生局（Public Health Service; PHS）や国立科学財団
（National Science Foundation; NSF）が大学等の研究機関に交付金を助成するにあたり、
利益相反の管理システムを整備することを条件にした3。この中で、研究者（配偶者・扶養
している子を含む）の研究や教育に当然影響を及ぼすような「相当な金銭的利益





NSF は、現在公開されている助成方針マニュアル（Grant Policy Manual; GPM：2002

















② 申請機関が政府の Small Business Innovation Research Program（SBIR）または Small 
Business Technology Transfer Program（STTR）の出願者である場合は、その機関に
おいて得た所有者利益。 
③ 公共団体または非営利団体の後援による、セミナー、講演、指導業務での収入。 
                                                  
3 http://www.gpoaccess.gov/fr/index.html 
4 http://www.nsf.gov/pubs/2002/nsf02151/index.jsp 
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④ 公共団体または非営利団体の発起による、諮問委員会や審査委員会の業務での収入。 
⑤ 研究者とその配偶者及び扶養している子の、1 箇所の事業体からの株式収入総額が 10、
000 ドル以下で（10、000 ドルという基準は、一般的な価格あるいはその他の市場の適
正価格に照らして設定される。）、かつ、株式所有利益が 5％相当以下の場合。 
⑥ 研究者とその配偶者及び扶養している子の、給与、ロイアルティ等の報酬の総額が 1 年



































は、図 1-1-1 のように分類している。 
 
































































                                                  
6 http://www.stanford.edu/dept/DoR/rph/4-1.html 





































式の 0.5％を所有しているかまたは少なくとも 10、000 ドルの利益。但し、ミューチュ










































































                                                  
7 http://www.northwestern.edu/research/policies/facultyConflict.html 








































































                                                  
8 文部科学省科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会産学官連携推進委員会利益相反ワー
キング・グループ、前掲書（脚注 5 参照）、p.3 では、「社会的信頼」、「尊厳」、「らしさ」な
どの訳語を挙げている。 
 











































































































は 3 年前、スイスの医薬品大手と「5 年間で 2500 万ドルの研究費を受ける」と契約し
た。学科研究費の 3 割に相当する。見返りに企業側に研究成果の 3 割について商業化
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第 2 節 筑波大学における利益相反ポリシーの概要 
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②教職員から提出された金銭的情報の記録・保存 
     
 
③利益相反アドバイザー（知的財産統括本部14に設置）による事実関係の検討 
      
               異議申し立て 
 















                                                  
14 研究・産学連携担当副学長を本部長とし、総合的な知財戦略を展開する組織。文部科学
省の知的財産本部整備事業に採択され、2003 年 9 月に設置。
http://www.ilc.tsukuba.ac.jp/rehp/jp/hp/ilcpamphlet/02.html 参照。 
①金銭的情報に関する報告
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    国立大学             87 校 
公立大学             77 校 
私立大学             544 校 
    合     計         708 校 
 
アンケート調査票の発送は平成 16 年 11 月 20 日に行い、調査票の返送の締切りは平成
16 年 12 月 20 日とした。 
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第 3 節 調査の対象 
 
調査の対象は、前述のとおり全国の国公私立大学 708 か所の産学官連携窓口関係宛であ
る。質問紙発送先の大学名称は表 2-3-1～2-3-3 参照。 
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表 2-3-1 調査表送付先（国立大学 87 か所） 
№ 大学名  № 大学名  № 大学名 
1 北海道大学  34 長岡技術科学大学  67 山口大学 
2 北海道教育大学  35 上越教育大学  68 徳島大学 
3 室蘭工業大学  36 富山大学  69 鳴門教育大学 
4 小樽商科大学  37 富山医科薬科大学  70 香川大学 
5 帯広畜産大学  38 金沢大学  71 愛媛大学 
6 旭川医科大学  39 福井大学  72 高知大学 
7 北見工業大学  40 山梨大学  73 福岡教育大学 
8 弘前大学  41 信州大学  74 九州大学 
9 岩手大学  42 岐阜大学  75 九州工業大学 
10 東北大学  43 静岡大学  76 佐賀大学 
11 宮城教育大学  44 浜松医科大学  77 長崎大学 
12 秋田大学  45 名古屋大学  78 熊本大学 
13 山形大学  46 愛知教育大学  79 大分大学 
14 福島大学  47 名古屋工業大学  80 宮崎大学 
15 茨城大学  48 豊橋技術科学大学  81 鹿児島大学 
16 筑波大学  49 三重大学  82 鹿屋体育大学 
17 宇都宮大学  50 滋賀大学  83 琉球大学 
18 群馬大学  51 滋賀医科大学  84 政策研究大学院大学 
19 埼玉大学  52 京都大学  85 北陸先端科学技術大学院大学 
20 千葉大学  53 京都教育大学  86 奈良先端科学技術大学院大学 
21 東京大学  54 京都工芸繊維大学  87 総合研究大学院大学 
22 東京医科歯科大学  55 大阪大学    
23 東京外国語大学  56 大阪外国語大学    
24 東京学芸大学  57 大阪教育大学    
25 東京農工大学  58 兵庫教育大学    
26 東京芸術大学  59 神戸大学    
27 東京工業大学  60 奈良教育大学    
28 東京海洋大学  61 奈良女子大学    
29 お茶の水女子大学  62 和歌山大学    
30 電気通信大学  63 鳥取大学    
31 一橋大学  64 島根大学    
32 横浜国立大学  65 岡山大学    
33 新潟大学  66 広島大学    
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表 2-3-2 調査表送付先（公立大学：77 校）    
№ 大学名  № 大学名  № 大学名 
1 釧路公立大学  34 静岡県立大学  67 九州歯科大学 
2 公立はこだて未来大学  35 愛知県立大学  68 福岡県立大学 
3 札幌医科大学  36 愛知県立看護大学  69 福岡女子大学 
4 青森県立保健大学  37 愛知県立芸術大学  70 県立長崎ｼｰﾎﾞﾙﾄ大学 
5 青森公立大学  38 名古屋市立大学  71 長崎県立大学 
6 岩手県立大学  39 三重県立看護大学  72 熊本県立大学 
7 宮城大学  40 滋賀県立大学  73 大分県立看護科学大学 
8 秋田県立大学  41 京都市立芸術大学  74 宮崎県立看護大学 
9 国際教養大学  42 京都府立大学  75 宮崎公立大学 
10 山形県立保健医療大学  43 京都府立医科大学  76 沖縄県立看護大学 
11 会津大学  44 大阪女子大学  77 沖縄県立芸術大学 
12 福島県立医科大学  45 大阪市立大学    
13 茨城県立医療大学  46 大阪府立大学    
14 群馬県立女子大学  47 大阪府立看護大学    
15 高崎経済大学  48 神戸市外国語大学    
16 前橋工科大学  49 神戸市看護大学    
17 埼玉県立大学  50 兵庫県立大学    
18 東京都立大学  51 奈良県立大学    
19 東京都立科学技術大学  52 奈良県立医科大学    
20 東京都立保健科学大学  53 和歌山県立医科大学    
21 神奈川県立保健福祉大学  54 島根県立大学    
22 横浜市立大学  55 岡山県立大学    
23 新潟県立看護大学  56 尾道大学    
24 富山県立大学  57 県立広島女子大学    
25 石川県立看護大学  58 広島県立大学    
26 金沢美術工芸大学  59 広島県立保健福祉大学    
27 福井県立大学  60 広島市立大学    
28 都留文科大学  61 下関市立大学    
29 山梨県立看護大学  62 山口県立大学    
30 長野県看護大学  63 香川県立保健医療大学    
31 岐阜県立看護大学  64 愛媛県立医療技術大学    
32 岐阜薬科大学  65 高知女子大学    
33 情報科学芸術大学院大学  66 北九州市立大学    
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表 2-3-3 調査表送付先（私立大学：544 校） 
№ 大学名  № 大学名 № 大学名 
1 旭川大学  34 石巻専修大学 67 共愛学園前橋国際大学 
2 札幌大学  35 尚絅学院大学 68 群馬社会福祉大学 
3 札幌学院大学  36 仙台大学 69 上武大学 
4 札幌国際大学  37 仙台白百合女子大学 70 創造学園大学 
5 星槎大学  38 東北学院大学 71 高崎健康福祉大学 
6 千歳科学技術大学  39 東北工業大学 72 高崎商科大学 
7 天使大学  40 東北生活文化大学 73 東京福祉大学 
8 道都大学  41 東北福祉大学 74 跡見学園女子大学 
9 苫小牧駒澤大学  42 東北文化学園大学 75 浦和大学 
10 日本赤十字北海道看護大学  43 東北薬科大学 76 大宮法科大学院大学 
11 函館大学  44 宮城学院女子大学 77 共栄大学 
12 藤女子大学  45 秋田経済法科大学 78 埼玉医科大学 
13 北星学園大学  46 東北芸術工科大学 79 埼玉学園大学 
14 北海学園大学  47 東北公益文科大学 80 埼玉工業大学 
15 北海学園北見大学  48 いわき明星大学 81 十文字学園女子大学 
16 北海道浅井学園大学  49 奥羽大学 82 城西大学 
17 北海道医療大学  50 郡山女子大学 83 尚美学園大学 
18 北海道工業大学  51 東日本国際大学 84 女子栄養大学 
19 北海道情報大学  52 福島学院大学 85 駿河台大学 
20 北海道東海大学  53 茨城キリスト教大学 86 聖学院大学 
21 北海道文教大学  54 つくば国際大学 87 西武文理大学 
22 北海道薬科大学  55 東京家政学院筑波女子大学 88 東京国際大学 
23 酪農学園大学  56 常磐大学 89 東邦音楽大学 
24 稚内北星学園大学  57 流通経済大学 90 獨協大学 
25 青森大学  58 足利工業大学 91 日本工業大学 
26 青森中央学院大学  59 国際医療福祉大学 92 日本薬科大学 
27 東北女子大学  60 作新学院大学 93 人間総合科学大学 
28 八戸大学  61 自治医科大学 94 文教大学 
29 八戸工業大学  62 獨協医科大学 95 平成国際大学 
30 弘前学院大学  63 那須大学 96 武蔵野学院大学 
31 岩手医科大学  64 白鴎大学 97 明海大学 
32 富士大学  65 文星芸術大学 98 ものつくり大学 
33 盛岡大学  66 関東学園大学 99 愛国学園大学 
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№ 大学名  № 大学名 № 大学名 
100 江戸川大学  133 共立女子大学 166 拓殖大学 
101 川村学園女子大学  134 共立薬科大学 167 多摩大学 
102 神田外語大学  135 杏林大学 168 玉川大学 
103 敬愛大学  136 国立音楽大学 169 多摩美術大学 
104 国際武道大学  137 慶應義塾大学 170 中央大学 
105 秀明大学  138 恵泉女学院 171 津田塾大学 
106 淑徳大学  139 工学院大学 172 帝京大学 
107 城西国際大学  140 国学院大学 173 ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾊﾘｳｯﾄﾞ大学院大学 
108 聖徳大学  141 国際基督教大学 174 東海大学 
109 清和大学  142 国際仏教学大学院大学 175 東京医科大学 
110 千葉科学大学  143 国士舘大学 176 東京音楽大学 
111 千葉経済大学  144 駒澤大学 177 東京家政大学 
112 千葉工業大学  145 駒澤女子大学 178 東京家政学院大学 
113 千葉商科大学  146 実践女子大学 179 東京経済大学 
114 中央学院大学  147 芝浦工業大学 180 東京工科大学 
115 帝京平成大学  148 順天堂大学 181 東京工芸大学 
116 東京基督教大学  149 上智大学 182 東京慈恵会医科大学 
117 東京歯科大学  150 昭和大学 183 東京純心女子大学 
118 東京情報大学  151 昭和女子大学 184 東京女学館大学 
119 東京成徳大学  152 昭和薬科大学 185 東京女子大学 
120 東洋学園大学  153 白百合女子大学 186 東京女子医科大学 
121 日本橋学館大学  154 杉野服飾大学 187 東京女子体育大学 
122 麗澤大学  155 成蹊大学 188 東京神学大学 
123 和洋女子大学  156 成城大学 189 東京造形大学 
124 青山学院大学  157 聖心女子大学 190 東京電機大学 
125 亜細亜大学  158 清泉女子大学 191 東京農業大学 
126 上野学園大学  159 聖母大学 192 東京富士大学 
127 桜美林大学  160 聖路加看護大学 193 東京薬科大学 
128 大妻女子大学  161 専修大学 194 東京理科大学 
129 嘉悦大学  162 創価大学 195 東邦大学 
130 学習院大学  163 大正大学 196 桐朋学園大学 
131 学習院女子大学  164 大東文化大学 197 東洋大学 
132 北里大学  165 高千穂大学 198 二松学舎大学 
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№ 大学名  № 大学名 № 大学名 
199 日本大学  232 神奈川歯科大学 265 金沢医科大学 
200 日本医科大学  233 鎌倉女子大学 266 金沢学院大学 
201 日本歯科大学  234 関東学院大学 267 金沢工業大学 
202 日本社会事業大学  235 相模女子大学 268 金沢星稜大学 
203 日本獣医畜産大学  236 産能大学 269 金城大学 
204 日本女子大学  237 松蔭大学 270 北陸大学 
205 日本女子体育大学  238 湘南工科大学 271 仁愛大学 
206 日本赤十字看護大学  239 情報ｾｷｭﾘﾃｨ大学院大学 272 福井工業大学 
207 日本体育大学  240 昭和音楽大学 273 健康科学大学 
208 日本文化大学  241 女子美術大学 274 帝京科学大学 
209 文化女子大学  242 聖マリアンナ医科大学 275 身延山大学 
210 文京学院大学  243 洗足学園音楽大学 276 山梨英和大学 
211 法政大学  244 鶴見大学 277 山梨学院大学 
212 星薬科大学  245 田園調布学園大学 278 諏訪東京理科大学 
213 武蔵大学  246 桐蔭横浜大学 279 清泉女学院大学 
214 武蔵工業大学  247 東洋英和女学院大学 280 長野大学 
215 武蔵野大学  248 フェリス女学院大学 281 松本大学 
216 武蔵野音楽大学  249 八洲学園大学 282 松本歯科大学 
217 武蔵野美術大学  250 横浜商科大学 283 朝日大学 
218 明治大学  251 敬和学園大学 284 岐阜経済大学 
219 明治学院大学  252 国際大学 285 岐阜女子大学 
220 明治薬科大学  253 長岡大学 286 岐阜聖徳学園大学 
221 明星大学  254 長岡造形大学 287 中京学院大学 
222 目白大学  255 新潟医療福祉大学 288 中部学院大学 
223 立教大学  256 新潟経営大学 289 東海女子大学 
224 立正大学  257 新潟工科大学 290 静岡英和学院大学 
225 ルーテル学院大学  258 新潟国際情報大学 291 静岡産業大学 
226 LEC東京ﾘｰｶﾞﾙﾏｲﾝﾄﾞ大学  259 新潟産業大学 292 静岡福祉大学 
227 和光大学  260 新潟青陵大学 293 静岡文化芸術大学 
228 早稲田大学  261 新潟薬科大学 294 静岡理工科大学 
229 麻布大学  262 高岡法科大学 295 聖隷ｸﾘｽﾄﾌｧｰ大学 
230 神奈川大学  263 桐朋学園大学院大学 296 常葉学園大学 
231 神奈川工科大学  264 富山国際大学 297 浜松大学 
 - 27 -
 
 
№ 大学名  № 大学名 № 大学名 
298 浜松学院大学  331 名古屋商科大学 364 京都文教大学 
299 富士常葉大学  332 名古屋女子大学 365 京都薬科大学 
300 愛知大学  333 名古屋造形芸術大学 366 種智院大学 
301 愛知医科大学  334 名古屋文理大学 367 同志社大学 
302 愛知学院大学  335 南山大学 368 同志社女子大学 
303 愛知学泉大学  336 日本赤十字豊田看護大学 369 花園大学 
304 愛知工科大学  337 日本福祉大学 370 佛教大学 
305 愛知工業大学  338 人間環境大学 371 明治鍼灸大学 
306 愛知産業大学  339 藤田保健衛生大学 372 立命館大学 
307 愛知淑徳大学  340 名城大学 373 龍谷大学 
308 愛知新城大谷大学  341 皇學館大学 374 藍野大学 
309 愛知文教大学  342 鈴鹿医療科学大学 375 大阪医科大学 
310 愛知みずほ大学  343 鈴鹿国際大学 376 大阪音楽大学 
311 桜花学園大学  344 松阪大学 377 大阪学院大学 
312 金城学院大学  345 四日市大学 378 大阪経済大学 
313 椙山女学園大学  346 成安造形大学 379 大阪経済法科大学 
314 星城大学  347 聖泉大学 380 大阪芸術大学 
315 大同工業大学  348 長浜バイオ大学 381 大阪工業大学 
316 中京大学  349 びわこ成蹊スポー ツ大学 382 大阪国際大学 
317 中京女子大学  350 平安女学院大学 383 大阪産業大学 
318 中部大学  351 大谷大学 384 大阪歯科大学 
319 東海学園大学  352 京都外国語大学 385 大阪樟蔭女子大学 
320 同朋大学  353 京都学園大学 386 大阪商業大学 
321 東邦学園大学  354 京都光華女子大学 387 大阪女学院大学 
322 豊田工業大学  355 京都嵯峨芸術大学 388 大阪成蹊大学 
323 豊橋創造大学  356 京都産業大学 389 大阪体育大学 
324 名古屋音楽大学  357 京都情報大学院大学 390 大阪電気通信大学 
325 名古屋外国語大学  358 京都女子大学 391 大阪人間科学大学 
326 名古屋学院大学  359 京都精華大学 392 大阪明浄大学 
327 名古屋学芸大学  360 京都造形芸術大学 393 大阪薬科大学 
328 名古屋経済大学  361 京都創成大学 394 大谷女子大学 
329 名古屋芸術大学  362 京都橘女子大学 395 追手門学院大学 
330 名古屋産業大学  363 京都ﾉｰ ﾄﾙﾀﾞ ﾑ女子大学 396 関西大学 
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№ 大学名  № 大学名 № 大学名 
397 関西医科大学  430 神戸女学院大学 463 エリザベト音楽大学 
398 関西外国語大学  431 神戸女子大学 464 呉大学 
399 関西鍼灸大学  432 神戸親和女子大学 465 日本赤十字広島看護大学 
400 関西福祉科学大学  433 神戸薬科大学 466 比治山大学 
401 近畿大学  434 神戸山手大学 467 広島経済大学 
402 四天王寺国際仏教大学  435 聖和大学 468 広島工業大学 
403 摂南大学  436 園田学園女子大学 469 広島国際大学 
404 千里金蘭大学  437 宝塚造形芸術大学 470 広島国際学院大学 
405 相愛大学  438 姫路獨協大学 471 広島修道大学 
406 太成学院大学  439 兵庫大学 472 広島女学院大学 
407 帝塚山学院大学  440 兵庫医科大学 473 広島文教女子大学 
408 常磐会学園大学  441 武庫川女子大学 474 福山大学 
409 梅花女子大学  442 流通科学大学 475 福山平成大学 
410 羽衣国際大学  443 畿央大学 476 安田女子大学 
411 阪南大学  444 帝塚山大学 477 宇部フロンティア大学 
412 東大阪大学  445 天理大学 478 東亜大学 
413 プール学院大学  446 奈良大学 479 徳山大学 
414 桃山学院大学  447 奈良産業大学 480 梅光学院大学 
415 芦屋大学  448 高野山大学 481 萩国際大学 
416 英知大学  449 鳥取環境大学 482 山口東京理科大学 
417 大手前大学  450 岡山学院大学 483 四国大学 
418 関西国際大学  451 岡山商科大学 484 徳島文理大学 
419 関西福祉大学  452 岡山理科大学 485 四国学院大学 
420 関西学院大学  453 川崎医科大学 486 高松大学 
421 近畿福祉大学  454 川崎医療福祉大学 487 聖カタリナ大学 
422 甲子園大学  455 吉備国際大学 488 松山大学 
423 甲南大学  456 倉敷芸術科学大学 489 松山東雲女子大学 
424 甲南女子大学  457 くらしき作陽大学 490 高知工科大学 
425 神戸海星女子学院大学  458 山陽学園大学 491 九州栄養福祉大学 
426 神戸学院大学  459 就実大学 492 九州共立大学 
427 神戸芸術工科大学  460 中国学園大学 493 九州国際大学 
428 神戸国際大学  461 ﾉｰ ﾄﾙﾀﾞ ﾑ清心女子大学 494 九州産業大学 
429 神戸松蔭女子学院大学  462 美作大学 495 九州情報大学 
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№ 大学名  № 大学名 
496 九州女子大学  529 平成音楽大学 
497 久留米大学  530 日本文理大学 
498 久留米工業大学  531 別府大学 
499 産業医科大学  532 立命館ｱｼﾞｱ太平洋大学 
500 西南学院大学  533 九州保健福祉大学 
501 西南女学院大学  534 南九州大学 
502 第一経済大学  535 宮崎国際大学 
503 第一福祉大学  536 宮崎産業経営大学 
504 第一薬科大学  537 鹿児島国際大学 
505 筑紫女学園大学  538 鹿児島純心女子大学 
506 東和大学  539 志學館大学 
507 中村学園大学  540 第一工業大学 
508 西日本工業大学  541 沖縄大学 
509 日本赤十字九州国際看護大学  542 沖縄ｷﾘｽﾄ教学院大学 
510 福岡大学  543 沖縄国際大学  
511 福岡工業大学  544 名桜大学 
512 福岡国際大学    
513 福岡歯科大学    
514 福岡女学院大学    
515 西九州大学    
516 活水女子大学    
517 長崎ウエスレヤン大学    
518 長崎外国語大学    
519 長崎国際大学    
520 長崎純心大学    
521 長崎総合科学大学    
522 九州看護福祉大学    
523 九州東海大学    
524 九州ルーテル学院大学    
525 熊本学園大学    
526 熊本保健科学大学    
527 尚絅大学    
528 崇城大学    
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筒にて返送を依頼した。調査実施日は平成 16 年 11 月 20 日、締切りは同年 12 月 20 日と
した。 
また、回収状況は表 2-4-1 のとおりある。 
 
 
表 2-4-1 調査票回収状況 
対象 対象数 回答数 回収率（％） 
国 立 大 学 87 69 79.31% 
公 立 大 学 77 40 51.95% 
私 立 大 学 544 211 38.79% 
合 計 708 320 45.20% 
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約 4 分の 1 弱を占めた（図 2-5-1）。大学別にみると、策定済みは国立大学に多く、25％、
策定中をあわせると約 3 分の 2 となる（図 2-5-2）。一方、公立大学は策定済みが 0 件で、
私立大学も 2％にしか過ぎない（図 2-5-3、2-5-4）。公私立大学では策定中の割合も 1 割を
切っており、未整備の割合が高い。 
 
図 2-5-1 利益相反ポリシー策定状況   図 2-5-2 利益相反ポリシー策定状況 



























図 2-5-3 利益相反ポリシー策定状況   図 2-5-4 利益相反ポリシー策定状況 












































ーを策定している大学は 22 大学であったが、策定を予定している国立大学の回答が 1 件加
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図 2-5-6 利益相反ポリシーの範囲   図 2-5-7 利益相反ポリシーの範囲 
























































































































して、選択肢を提示したところ、図 2-5-13 のようになった。 
 
























図 2-5-11 金銭的利益の報告義務     図 2-5-12 金銭的利益の報告義務 
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図 2-5-13 報告義務のある場合（母数は回答数） 
（回答数：全体20、国立13、公立1、私立6）



































けたことのある企業等から受けた利益」が 55％を占めた。また、国立大学ではこれら 3 者
とも 62％と同割合であったのに対し、私立大学では「大学の研究成果の移転を受けたこと
のある企業等から受けた利益」が 33％にとどまり、代わりに「兼業先からの収入」と「大







を設けたところ、図 2-5-14 のような結果となった。これをみると、「1 年に 1 回」報告をす
るという割合が、全体で 65％と最も多かった。国立大学もこの回答が 77％と、高い割合を




                                                  
15 平成 16 年度文部科学省 21 世紀型産学官連携手法の構築に係るモデルプログラム報告書
「大学等発ベンチャーの課題と推進方策に関する調査研究」（筑波大学産学リエゾン共同研
究センター、2005.3）によると、2004 年 8 月末現在の大学発ベンチャーの延数は、国立大
学で 564 社、私立大学で 354 社である。調査対象の大学の母数は国立大学 87、私立大学
545 であり、国立大学 1 校当たりの設立ベンチャー数は私立大学を大きく上回っている。 
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以上の場合報告するとする回答が最も多く、検討中というものも含めると 5 件あり、他は 1
万円、10 万円、500 万円が各 1 件ずつあった。 
報告すべき金額の下限はないとする回答も 25％と、全体の 4 分の 1 を占めている。 
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体で 50％と最も高かった（図 2-5-20）。金額で制限のある場合については、100 万円以上の
場合報告するという回答が国立大学に 1 件、10 万円以上とするものが私立大学に 1 件あっ
た。また、会社の株式の割合について制限のある場合は、5％以上保有する場合に報告する
という回答が国立大学で 2 件あった。なお、公立大学については該当がなかった。 
 














 - 38 -
 
図 2-5-18 株式に関する報告義務     図 2-5-19 株式に関する報告義務 
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図 2-5-23 未公開株式における役職員の  図 2-5-24 未公開株式における役職員 
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図 2-5-26 未公開株式における当該ﾍﾞﾝﾁｬｰ 図 2-5-27 未公開株式における当該ﾍﾞﾝﾁｬｰ 



































図 2-5-29 未公開株式におけるその他の  図 2-5-30 未公開株式におけるその他の 






























り、国立大学、私立大学ともに 1 件あった。 
 

















図 2-5-32 公開株式における役職員の    図 2-5-33 公開株式における役職員 
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イ．当該ベンチャーの関係者 








件に対する回答は少ないが、国立大学、私立大学は、図 2-5-38、2-5-39 のとおりであった。 
 

















図 2-5-35 公開株式における当該ﾍﾞﾝﾁｬｰ   図 2-5-36 公開株式における当該ﾍﾞﾝﾁｬｰ 
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図 2-5-38 公開株式におけるその他の  図 2-5-39 公開株式におけるその他の 



































名称としては、「利益相反アドバイザー」が最も多く、24 件の回答中、7 件の記載があった。 
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回答は、図 2-5-42 のとおりとなった。これをみると、全体で 8％が整備されているが、こ
のうち国立大学において最も整備が進み、25％となっている。この利益相反の有無を審査
する委員会等の名称としては、「利益相反委員会」が最も多く、17 件の回答中、7 件の記載
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に新たに作っておらず、（ ）が全般を担当している」という大学は、図 2-5-46 のとおりで、
全体で 33％であった。この担当部署としては、66 件の回答中、「総務課」（10 件）や「庶
務課」（3 件）の記載が多く、「知的財産本部」も 3 件あった。 
 
（５）その他 
「ｅ．その他（ ）」という回答は、図 2-5-47 のとおりで、全体で 56％の回答があった。 
内容としては、110 件の具体的な記載中、61 件は「ない」、「特に新たにつくっていない」
とするもので、「検討中」や「準備中」は 25 件、「今後検討をする予定」は 7 件であった。
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図 2-5-47 その他（母数は回答数） 
（回答数：全体201、国立52、公立22、私立127）






























































































例については、国立大学に 2 件、私立大学に 1 件の該当があった。当該国立大学において
は各 1 件、2 件の事例報告があり、私立大学の方は事例が 1 件であった。具体的には、国立
                                                  
16 菊本虔・新谷由紀子『大学等発ベンチャーの課題と推進方策に関する調査研究』（平成
16 年度文部科学省 21 世紀型産学官連携手法の構築に係るモデルプログラム成果報告書、
2005.3）p.46 



































国立大学に 1 件該当があり、当該国立大学において 2 件の事例報告があった。具体的には、
「学生の外部活動に支障がない範囲内で、学生の了承のもと守秘義務契約を締結した事例」
というもので、対処方法としては、「強制はできないが、学内における学生との守秘義務契

























































また、③「COI になる前の相談が多数を占めています（例：大学発 VB の株取得可否、
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17 菊本虔・新谷由紀子、前掲書（脚注 16 参照）、p.64 
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対  象 対 象 数 回答数 回答率
国 立 大 学 87 69 79.3%
公 立 大 学 77 40 51.9%
私 立 大 学 544 211 38.8%






   『CONTACT'04　我が国の国公私立大学・高等専門学校等の産学
   官連携機関と窓口』（2004.3）中の産学官連携機関窓口宛。
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ｱ.研究成果移転企業等         ※2
ｲ.契約関係企業等        ※3 ※(8)
ｴ.その他                     ※11





ｴ.兼業先                     ※5
ｶ.その他                     ※7





ｴ.その他                     ※18
b.現在策定中である　　                                              ※(2)
計
c.教職員も大学も両方策定している







c.策定していない　　                                                ※(3)
無回答                                                              ※(4)
２．「問1」で「a.策定している」に○印を付けた方におたずねします
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                    (「a」以外の回答でも､記入のあるものは含めた)
１．貴大学では利益相反ポリシーを策定していますか。○印をお付けください
a.策定している  　                                                  ※(1)
期
間
ｱ.1年に1回          　　※8 ※(9)
ｲ.半年に1回                  ※9
d.その他
a.役職員　　　　　　　　　   ※(6)
b.教員（常勤）
c.職員（常勤）　　　　　　   ※(7)
b.大学としての組織の利益相反ﾎﾟﾘｼｰ
　のみ策定している
h.その他                     ※1
e.職員（非常勤）
































ｳ.扶養している子どもの収入   ※14
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    する
ⅱ．会社の株式の(　　　)%以上












           ※(10)
ⅲ．報告すべき金額や割合は
    特に決めていない    ※22
ｳ.その他
3
c.その他                            ※25
計
小計
ｱ.取得に制限はない     ※(12)
ｳ.取得してはならない
ｴ.その他                ※27



























ｴ.その他                      ※24
ⅰ. (　　)円以上の場合報告
    する                ※19
ⅲ．報告すべき金額や割合は
    特に決めていない    ※21
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問 回答数 割合 備考
12 63.2%
ⅰ.金額や割合の制



















































ｱ.取得に制限はない     ※(15)
ｱ.取得に制限はない
ｱ.取得に制限はない     ※(14)
計
ｳ.取得してはならない










































  審査する委員会等がある                                       ※34※(18)
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    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
計
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
c-1 その他
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告

















    の上承認した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
c-1 その他
a-1 (結果として)利益相反はないと
    認めた
４．これまでに貴大学であった利益相反事例・審査例について該当する番号に○印を付し､これら事例の詳細を
    具体的についてご記入いただき､対処方法については､下記の＜対処方法＞から該当する記号を選択するか
    具体的にご記入ください｡また､列記した事例以外のｹｰｽがありましたら､下の表に具体的にご記載ください
                                                                                           ※(19)
a-1 (結果として)利益相反はないと
















    承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
c-1 その他
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
計
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c-1 その他                    ※37
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告

















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可






















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
c-1 その他　　　　　　        ※38
計
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
計  
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    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可




    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した






    認めた　　　　　　　　　　※42
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可










    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
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ｳ.扶養している子どもの収入   ※14
ｴ.その他                     ※15
ｲ.給与の(　　　)%以上を取得して
  いる場合報告する































ｱ.1年に1回          　　※8 ※(9)
ｲ.半年に1回                  ※9
d.その他
a.役職員　　　　　　　　　   ※(6)
b.教員（常勤）
c.職員（常勤）　　　　　　   ※(7)
g.雇用関係にない学生
f.雇用関係にある学生
h.その他                     ※1
c.策定していない　　                                                ※(3)
無回答
２．「問1」で「a.策定している」に○印を付けた方におたずねします
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                    (「a」以外の回答でも､記入のあるものは含めた)
１．貴大学では利益相反ポリシーを策定していますか。○印をお付けください
a.策定している  　                                                  ※(1)
計
c.教職員も大学も両方策定している











ｴ.その他                     ※18
b.現在策定中である　　                                              ※(2)
ｴ.兼業先                     ※5
ｶ.その他                     ※7
ｳ.事例を生じた都度           ※10









ｱ.研究成果移転企業等         ※2
ｲ.契約関係企業等        　　 ※3
ｴ.その他                     ※11
a.報告義務がある
ｳ.物品等納入企業等           ※4
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ｴ.その他                      ※24
ⅰ. (　　)円以上の場合報告
    する                ※19
ⅲ．報告すべき金額や割合は
















ｱ.取得に制限はない     ※(13)
ｱ.取得に制限はない     ※(12)
ｳ.取得してはならない
ｴ.その他                ※27
3
















           ※(10)
ⅲ．報告すべき金額や割合は
    特に決めていない    ※22
ｳ.その他
ⅰ. (　　)円以上の場合報告
    する
ⅱ．会社の株式の(　　　)%以上
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問 回答数 割合 備考
9 69.2%
ⅰ.金額や割合の制







































  審査する委員会等がある                                       ※34※(18)
ｴ.その他                 ※31
計



















                                                              ※33 ※(17)
３．貴大学では利益相反に関する相談を受けたり､利益相反の有無を審査する委員会や部署等はありますか。
　　該当するものに○印をつけて､具体的な名称等をご記入ください (複数回答)












ｱ.取得に制限はない     ※(15)
ｱ.取得に制限はない
ｱ.取得に制限はない     ※(14)
計
ｳ.取得してはならない


















a.利益相反に関する相談を受ける部署等がある                    ※32 ※(16)
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問 回答数 割合 備考調　査　事　項
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
c-1 その他
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
計
４．これまでに貴大学であった利益相反事例・審査例について該当する番号に○印を付し､これら事例の詳細を
    具体的についてご記入いただき､対処方法については､下記の＜対処方法＞から該当する記号を選択するか
    具体的にご記入ください｡また､列記した事例以外のｹｰｽがありましたら､下の表に具体的にご記載ください
                                                                                           ※(19)
a-1 (結果として)利益相反はないと






























    の上承認した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
c-1 その他
a-1 (結果として)利益相反はないと
    認めた
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告





    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の














    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
計
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
c-1 その他
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    上許可した















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した



















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告

















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可




    上許可した
c-1 その他                    ※37
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
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    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した






    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可














    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可




    した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した













    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
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c.策定していない　　                                                ※(3)
無回答
２．「問1」で「a.策定している」に○印を付けた方におたずねします
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    する
ⅱ．会社の株式の(　　　)%以上






































    する
ⅲ．報告すべき金額や割合は
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問 回答数 割合 備考
ⅰ.金額や割合の制
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問 回答数 割合 備考調　査　事　項
a-1 (結果として)利益相反はないと
    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
c-1 その他
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告



















    の上承認した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
c-1 その他
４．これまでに貴大学であった利益相反事例・審査例について該当する番号に○印を付し､これら事例の詳細を
    具体的についてご記入いただき､対処方法については､下記の＜対処方法＞から該当する記号を選択するか
    具体的にご記入ください｡また､列記した事例以外のｹｰｽがありましたら､下の表に具体的にご記載ください
a-1 (結果として)利益相反はないと


























    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
c-1 その他
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
計
a-1 (結果として)利益相反はないと
    認めた
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問 回答数 割合 備考調　査　事　項
c-1 その他
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告

















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可






















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告





















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
計  
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    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可




    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の







    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可










    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
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ｴ.兼業先                     ※5
ｶ.その他                     ※7






b.現在策定中である　　                                              ※(2)
c.策定していない　　                                                ※(3)
























































ｴ.その他                     ※15
ｲ.給与の(　　　)%以上を取得して
  いる場合報告する
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    する
ⅱ．会社の株式の(　　　)%以上












    特に決めていない
ｳ.その他
c.その他                            ※25
計






























ｴ.その他                      ※24
ⅰ. (　　)円以上の場合報告
    する                ※19
ⅲ．報告すべき金額や割合は
    特に決めていない
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問 回答数 割合 備考
3 50.0%
ⅰ.金額や割合の制
































































































  審査する委員会等がある                                       ※34※(18)
ｴ.その他
計
d.特に新たに作っておらず､（　　　）が全般を担当している              ※35
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    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
計
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
c-1 その他
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
















    の上承認した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
c-1 その他
a-1 (結果として)利益相反はないと
    認めた
４．これまでに貴大学であった利益相反事例・審査例について該当する番号に○印を付し､これら事例の詳細を
    具体的についてご記入いただき､対処方法については､下記の＜対処方法＞から該当する記号を選択するか
    具体的にご記入ください｡また､列記した事例以外のｹｰｽがありましたら､下の表に具体的にご記載ください
                                                                                           ※(19)
a-1 (結果として)利益相反はないと













    承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
c-1 その他
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
計
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    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可






















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告





    上許可した















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
計  
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    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可
    した
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の

















    認めた
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可




    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した






    認めた　　　　　　　　　　※42
b-1 関係者に関連情報を報告の上
    承認した
b-2 意思決定や認可の担当から除外
    の上承認した
b-3 研究申請や計画を修正の上許可







無回答                       ※42
b-4 関連する行為の縮小の上許可した
b-5 兼業や共同研究等の停止を勧告
    した
b-6 金銭的利益の放棄を勧告した
b-7 近親者等の関係者の関与を停止の
    上許可した
 
























































報告義務のあるｹｰｽ - ｳ : ｳの対象
職員等
教員･職員





















































































収入の開示対象- ｲ : ｲの対象
職員等
教職員
収入の開示対象- ｳ : ｳの対象
職員等
教職員
収入の開示対象 -ｴ : その他
職員等
教員･職員
期間 - ｴ : その他
定期報告か事例毎か検討中























































































































































b -ｲ- ｴ : その他
未定
規程がない








b -ｱ- ｴ : その他
現在検討中
年額100万円以上の場合は報告義務がある
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※42
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２．調査票 
 















・ ホームページアドレス http://www.ilc.tsukuba.ac.jp/rehp/jp/hp/activities.html 










教授 菊 本   虔 






                              筑波大学産学リエゾン共同研究センター
                                                     新谷
し ん や
 由紀子 
TEL & FAX 029-853-7461 
                                E-mail yshinya@ilc.tsukuba.ac.jp 
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ｄ．その他（                                  ） 
 
（以下の問 2.2～2.4 については、個人としての利益相反についておたずねします。） 
2.2 個人としての利益相反ポリシーの対象者の範囲すべてに○印をお付けください。 
 
ａ．役職員  ｂ．教員（常勤）  ｃ．職員（常勤）  ｄ．教員（非常勤） 
ｅ．職員（非常勤）  ｆ．雇用関係にある学生  ｇ．雇用関係にない学生 












【          】
イ．大学と共同研究、受託研究、技術指導、奨学寄附金などにおいて契約関係がある企業等
から受けた利益【          】 
ウ．大学に対して製品またはサービスを提供する関係にある企業等から受けた利益 
【          】
エ．兼業先からの収入【          】 
オ．大学以外の企業等からの収入についてはすべて報告する 
【          】
カ．その他（                               ） 
◎期間は・・・ 
ア．1 年に 1 回【          】 
イ．半年に 1 回【          】 
ウ．事例を生じた都度【          】 
エ．その他（                               ） 
◎収入の開示対象は（該当するものすべてに○印をつけてください）・・・ 
ア．本人の収入【          】 
イ．配偶者の収入【          】 
ウ．扶養している子どもの収入【          】 
エ．その他（                               ） 
◎金額は・・・ 
ア．（         ）円以上の場合報告する【          】 
イ．給与の（         ）％以上を取得している場合報告する 
【          】
ウ．報告すべき金額の下限はない【          】 
エ．その他（                               ） 
◎株式は（該当するものすべてに○印をつけてください）・・・ 
ア．上場済み株式を報告する【          】 
ⅰ．（         ）円以上の場合報告する【          】 
ⅱ．会社の株式の（         ）％以上を保有する場合報告する 
【          】
ⅲ．報告すべき金額や割合は特に決めていない【          】 
イ．未公開株式を報告する【          】 
ⅰ．（         ）円以上の場合報告する【          】 
ⅱ．会社の株式の（         ）％以上を保有する場合報告する 
【          】
ⅲ．報告すべき金額や割合は特に決めていない【          】 
ウ．株式取得の報告義務はない【          】 
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ｂ．報告義務はない【          】 






ア．大学の役職員               ア．取得に制限はない 
イ．当該ベンチャーの関係者          イ．大学側の承認の上取得可 
ウ．その他（        ）         ⅰ．金額や割合の制限あり 
ⅱ．特に制限はない 
ウ．取得してはならない 
エ．その他        
 
ｂ．大学発ベンチャーの公開株式について 
ア．大学の役職員               ア．取得に制限はない 
イ．当該ベンチャーの関係者          イ．大学側の承認の上取得可  
ウ．その他（        ）         ⅰ．金額や割合の制限あり 
ⅱ．特に制限はない 
ウ．取得してはならない 













名称：                            ア．学内のメンバー 
イ．学外のメンバー 
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ｃ．利益相反に対する大学の措置について不服申し立てのあった場合に審査する委員会等
がある 
名称：                            ア．学内のメンバー 
イ．学外のメンバー 
 
ｄ．特に新たに作っておらず、（               ）が全般を担当している 































   
 









































   





















































































貴大学名 ご所属 ご氏名 
   
Tel Fax e-mail 




















平成 17 年 5 月 
新谷 由紀子 
菊本   虔 
（筑波大学産学リエゾン共同研究センター） 
TEL & FAX 029-853-7461 
〒305-8577 つくば市天王台 1-1-1 
 
 
